
※別表１　他法令に係る土地掘削等の規制解除を証する書類等一覧表（平成15年4月現在）

	申請地の種類
	管轄部署
	必要書類

	農地

又は

採草放牧地
	市町村農業委員会
	農地法に基づく農地転用許可書写し

又は、非農地証明書写し

（農業振興地域の整備に関する法による規制解除が必要な場合がある。）

	海岸保全区域
	（海岸管理者により異なる。）

① 市町村

② 土木建築局又は土木事務所

③ 支庁水産局又は水産事務所
	海岸法に基づく占用許可書写し

	港湾区域
	（港湾管理者により異なる。）

① 市町村

② 土木建築局又は土木事務所
	港湾法に基づく占用許可書写し

	漁港区域
	支庁水産局又は水産事務所
	漁港法に基づく占用許可書写し

	保安林
	支庁農林局又は農林振興センター
	森林法に基づく土石採取等許可書写し

	国有林野
	島根森林管理署
	国有林野使用許可書

又は、国有林野貸付契約書の写し

	国立公園

特別地域
	市町村
	自然公園法に基づく土石採取許可書写し

（自然公園法に基づく国立公園特別保護地区、県条例に基づく自然公園区域及び自然環境保全地域も同様に規制解除が必要。）

	河川地域内
	① 準用河川なら、市町村

② 二級河川、一級河川の指定区間(特定使用水利を除く)なら、土木建築局又は土木事務所
	河川法に基づく河川敷地占用許可書写し

（公図上河川敷地となっている場合。）

	道路敷地内
	① 市町村道なら、市町村

② 指定区間外の一般国道及び県道なら、土木建築局又は土木事務所
	道路法に基づく道路占用許可書写し

	急傾斜地崩壊

危険区域
	土木建築局又は土木事務所
	急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づく掘削等の行為の許可書写し

	砂防指定地
	土木建築局又は土木事務所
	砂防法に基づく掘削等の行為の許可書写し

	地すべり等

防止区域
	（区域指定者により異なる。）

① 支庁農林局又は農林振興センター

② 土木建築局又は土木事務所
	地すべり等防止法に基づく掘削等の行為の許可書写し


· その他、都市計画法、文化財保護法、鳥獣保護法及び狩猟に関する法律等による規制もあるので確認が必要。
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